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第1節　供与基金とその管理
　第一次モリル法によれば，「各州は自州選出の連邦上・下両院議員数に比
例して，公有地が供与される」，すなわち，議員1人当り3万工一カーの公
有地を受ける権利が認められたわけであるから，州によって，供与される公
有地の面積にはかなりの差が生じたわけである。最も広大な土地を連邦政府
から授与された州は，ニューヨーク州で，99万工一カーと記録されている。
2位はペンシルヴァニアで78万工一一・カー，3位はオクラホマの63万工一カー
であった。4位イリノイの48万工一カー，5位イソディアナ39万工一カーと
続くわけであるが，その他は35万から9万工一カーの範囲である。最低の9
万工一カーを供された州が7つ，デラウエア，フロリダ，アイダホ，ネヴァ
ダ，オレゴソ，ワシソトン，ワイオミソグの各州である。
　このような広大な土地，またはそれに相当する土地証書を受領した場合，
州政府としても，その処分，換金は，決して容易な仕事ではなかった。多く
の州では，処分の全責任を負う機関を特別に設置することが必要となったよ
うである。たとえば，16の州では知事，収入役，会計監査役など，通常の役
人が，供与地の売却等を担当したが，15州では，州土地管理理事会（State
board　of　Land　Commission），あるいは単に土地管理委員会（State　Land
Commission）なるものを組織してそれに全権を委ねた。また，別の5州で
はモリル法の主旨に合致した新しい大学の理事会が，公有地の売却等につい
ても担当したというし，他の2州にあっては，新設大学の財務委員会（fiscal
agent）がその任にあたったという。
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　州の減債基金委員会（State　sinking　fund　Commission）にまかせたのが
1州，州の教育委員会（State　board　of　education）が1州，大学，学校土
地特別委員会（aspecial　Commission　of　University　and　school　land）
を設立した州が4州，州公務員特別委員会（aspecial　Commission　of　State
Officials）が2州，州測量検査長（State　Surveyor　General）が1州，さ
らには，二＝一ヨークにある民間の特別財政機関（special　fiscal　agent）に
依頼して土地証書の売却等を依託したのが2州あったと記録されている。
　土地および土地証書の売却価格は，州ごとで非常に違っていた。
　第一次モリル法に明記してあるような，標準公定価格，すなわちエーカー
当り1．25ドルが完全に守られていたと見ることはできない。事実，換金を急
ぐ州などでは，この価格を考慮することなく，いわゆる投げ売りという事態
を出現させ，一時，公有地の乱売状態が，全国で起り，公有地の価格は，急
速に下落するという事態を招いたからである。またある地方では，売価が差
し止められ，結果としては非常に高い価格で取引きされたという例もあった
のである。後年，フロソティアの消滅によって，自由地が不足してきた時代
には，公有地の供与を受けた州は，それを他州にくらべ，はるかに高い価格
で売却できたという例もあるのである。
　記録によると，28の州で標準公定価格の1．25ドルを下回る価格で売られて
おり，18州では，これを上回る価格で売却でぎたことがわかるのである。
　最も低い価格は，1エーカー当り41セントで売っているし，44セントとい
うのが1州，49セソトがさらに1州となっている。先にも述べたように，1
エーカーという面積は日本式に換算すれぽ1，226坪という広さであるから，
これが僅かに50セント，100円足らずで取引きされたというのであるから驚
嘆に価しよう。
　このほかでも公定価格の半値以下で売却された州が8州もあったと記録さ
れている。
　逆に高額で売却しえた例としては，エーカー当り6．22ドルというのが1
州，5ドルから6ドルの範囲で売った州が2州，4ドルから5ドル以内が2
　　　　　　　　　　　　　　　－34一
2州，3ドルから4ドル以内が2州であった。
　売却価格に差があるということは，当然の結果として，新設大学の基本資
産に大きな差が生ずることを物語っている。
　ミシガソでは24万工一カーを供与されたが，これを総額99万1，673ドルに
売却して基金を作った。これが額としては最高の記録である。別に検討する
ように，ミシガソ州立大学では，1850年来，久しく住民が求め続けてきた農
業および応用科学の教育研究を充実させることができたのも，これだけの土
地供与基金があったからといえよう。ちなみに，1959－60会計年度の，土地
供与基金総額は105万9，379ドルに登り7万4，175ドルもの利子収入がある
と報告されている。潤沢な教育基金をもっていることが，この数字からも理
解できよう。
　売却収入の第2位は，オクラホマ州で，35万工一カー供与されたところ，
これを83万5，637ドルに売却できたのである。この州では，その3分の1を
黒人の農科大学および師範学校の建設と運営にあてる一方，農業および応用
科学の教育を充実させるために，Oklahoma　State　University　of　Agricul－
tural　and　Applied　Scienceを設立し，運営しているのである。
　第3位は，カリフォルニアで，73万2，233ドルの収益を得て基金としたわ
けであるが，これは供与された土地15万工一カーを全部売却したものではな
いのである。1959－60会計年度の報告によると，未売却土地を280エーカー
保持しているというのである。また，同会計年度の土地供与基金総額は99万
632ドルとミシガソに次く潤沢さを示している。これを反映して，Berkeley
に，1967年に移転して以降，Davis，　Los　Angeles，　Riverside，　San　Diego
（正式にはLa　Jolla），　San　Francisco，　Santa　Barbara等，7つの分校をも
つアメリカ最大の州立大学に成長しえたのである。
　このほか55万ドルから60万ドルの土地供与基金を当初持てた州が2州，50
万ドルから55万ドルが1州，45万ドルから50万ドルが2州，35万ドルから40
万ドルが1州，30万から35万が2州，25万から30万が2州，20万から25万が
5州，15万から20万が6州，10万から15万が11州，5万から10万が6州とな
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っている。
　基本資産の管理と運用とに関するモリル法の規定では，年5％以上の利子
のつく安全な債券に換えること，となっており，それを大学の運営資金に繰
り入れるような規定になっていたが，このような法規定の実施にあっても，
実際は，各州さまざまで差があり，大きな混乱を招いた事実を知らなけれぽ
なるまい。すなわち，利息収益がまったく大学の運営資金として支払われな
かったり，元金そのものが欠損してしまったり，その一部が，不法目的に使
用されたり，という例も実際にはあったのである。
　しかし，かつてブキャナソ大統領が，最初の土地供与法案を拒否した時の
懸念，すなわち，州の管理能力が極度に低下し，連邦政府としても州に譲渡
した公有地売却基金の運用等を監督指揮する権利を，まったく放棄しなけれ
ばならないような事態が生ずるのではないか，という問題は，歴史を見るか
ぎり，発生していない。
　というのは，上述のような，法律違反を起した州の場合でも，ほとんどの
州で，自発的に損失分を埋めあわせ，健全な運用に戻す努力を構じているか
らである。勿論，この裏には，連邦政府の国務省教育局の出先機関である
The　National　Association　of　State　Universities　and　Land－Grant
Colleges．の指導，助言が大きく影響していることは無視でぎない。
　1918年に，第一次モリル法の実施状況を調査したB・F・アソドリュース
（Benjamin　F．　Andrews）は，州による資産管理の状況を次のように要約し
ている。
　「一般に，この法律の規定を文字通り実施することは非常に困難であり，
　不可能にも近かったようである。
　　今日までの経過を詳細に検討してみた場合，なんらこの法律に違反した
　行為をしていないといいきれる州なぞ一つもないことがわかる。違反行為
　として最も多い例は，売却金を5％以上の高率をもった安全な債券に換金
　しなけれぽならない，という条文を守らなかったというケースであり，次
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が売却金そのもの，あるいは債券からの利息収入を法で定めた目的以外に
流用したというものである。
　違法行為が発覚した後，速やかに是正された例の方が多いが，内には不
足した金額の補填を怠った州もある。特に債券へ投資しなかったり，ある
いは低収益債券へ投資してしまったことによって，生ずるはずの利子収入
が不足だという場合は，発覚後，新しく高利率債券を購入するようには改
善されるが，過去に生じた不足分を補填する例はほとんどない。とはい
え，ほとんどの州において，投下資金が5％の必要利子を生むよう，さま
ざまな方策が採用されていたことは事実である。たとえぽ，5％の利子収
入を得にくい，または得られない事態が生じた場合には，資金を回収し，
州の特別会計に繰りこみ，州自身が必要利子を支払うというやりかたをと
った州もあるのである。この場合は，減額することのない州の債券をもっ
た形になるわけである。このやり方を採用した州は，コネティカット，デ
ラウェア，ジョージア，イソディアナ，ケンタッキー，ルイジアナ，メイ
ソ，マサチューセッツ，ニューハソプシャー，ニュージャージー，ニュー
ヨーク，ペソシルヴァニアの諸州である。
　第二の方策としては，土地売却金を，直ちに州減債基金（the　State
sinking　fund）か一般財源（the　General　fund）に組み込ませ，外部に
投資することを最初からしないというやり方である。これはまさに州の債
券に換金した形である。こういった管理方式をとった州は，ミシガソ，ミ
ズリー，オハイオの各州である。
　第三は，公開市場で最も有利な債券に換金し，もしもそれが5％を下回
るような配当率になったならば直に州が，一般会計から費用を稔出して補
填するというやり方である。これを採用したのは，メリーラソド，ロード
アイラソド2州である。
　第四は，フロリダ，ミネソタ，ウイスコソシソの各州が採用した方式で
あるが，州が，大学理事会に対して，利子不足分を，大学の一般会計から
補填させるようにしたのである。
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　第五は，イリノイ，ノースカロライナ，サウスカロライナなどの例であ
るが，ここでは，土地供与基金が，まったく違法にも別の目的に流用され
てしまって，全額または一部欠損してしまった州であるため，採用した方
式もまったく特殊で，州が改めてこの基金を復元するために，州債を別途
発行し，一般財政としてまかなったのである。」
　（注）　Bulletin　1981，　No．13．　Burean　of　Education，　Department　of　the
　　　Interior，　Vo1．1．　p．14，
　以上，アソドリュースが報告しているように，どこの州も大なり小なり，
公有地の売却金を，5％以上の利率で管理することには苦慮していたようで
ある。そして，最終的には州政府が補填の義務を背負い，州政府援助の形を
とっていたことが理解できる。前述の第四の例のように大学理事会に補填の
義務を負わせたといっても，州立大学の一般会計の内でのやりくりを命じた
のであるから，州政府の支出であることには変りがないわけであろう。土地
の売却にしても，その売却金の管理にしても，第一次モリル法を，実際に運
用する場合には並々ならぬ苦労があったことを，以上の考察からも知ること
ができるのである。ということは，土地供与大学は，第一次モリル法の成立
とともに，なんの問題もなく，実現し，充実していったのだ，などといえな
い点も明確になったわけである。アメリカの歴史，否，世界の歴史上はじめ
ての試みであるところの，新理念に基づいての，より実践的な教育研究をな
さんとしたこの土地供与大学が，制度として完全に定着し機能するまでに
は，幾多の難関があり，問題があったわけである。それにもかかわらず，以
上の主として財政面からの検討でもわかるように，州政府の理解と協力が，
この制度を支えてきたから存続し発展もしてきた点は深く記憶にとどめるべ
きであるといえよう。
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第2節新設大学の苦悩
　第一次モリル法が成立し，その適用をうけて，新しい理念に支えられた大
学が，多くの州において設立されはじめた頃は，新しい未来を創造しようと
する活気が，合衆国の各地に見られた反面，さまざまな混乱なり失意も見ら
れた。まさに揺れ動く時期であったのである。文化的，思想的な側面での特
徴は，『アメリカ人と進歩の理念』で検討したから，ここでは，土地供与大
学に直接結びつく面にのみ観点をしぼって見るが，なかでも，公有地の供与
をうけ，大きな資産を獲得したことによって，まったく新規に大学を設立し
ようとした州の混乱，動揺は測り知れないものがあった。
　連邦政府から供与された資金（勿論，正確には，供与された公有地または
それに代る証書を売却して作った資金だが）を運用して，既存の大学を変質
させるのではなしに，新規に大学の細目を定めたり，組織作りをして，多様
な地域住民の要望に応えうる大学を設立しなけれぽならない州にあっては，
それが既存の理念によらないだけに，議論が百出し，時には州議会のなかに
おいて，その設立をめぐって激しい対立が生じ，紛糾した例も多いのであ
る。特に，多方面に影響を及ぼし大きな利権も関係する大学用地の選定や校
舎の建設等には，かなりの時間を要したのである。そのため，州議会での認
可はなされたものの，すなわち，設立するといった“総論”においては賛成
が得られたものの，どこにどのような規模の大学を建設するかといった“各
論”でまとまらず，その後何年も，開校にこぎつけられず，苦難の時を費し
たという例も少なくないのである。
　勿論，すべてがすべて発足までに紛糾の時を経過したというわけではない
が，既存の教育機関を改革したり，それに付随させたりせず，まったく新規
に設立させた28校を見ると，州議会で認可された後1年以内に開校しこた大
学は5校，2年以内が同じく5校，3年以内が2校，4年以内が3校，5年
以内が5校，8年以内が2校，9年以内が2校，10年が1校，14年かかった
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というのが2校，そして，17年もかかったのが1校といった実態である。
　後に，個別研究をなし，この点も明らかにするつもりであるが，イリノイ
州の場合などは，農業に大きく依存していたこともあって関心は高く，州議
会がモリル法の適用を受ける決定をした年にイリノイ産業大学の構想もでき
あがり，翌年の3月2日には，農学のほか工学，文理，軍事学などが開講し
うる新規の大学を発足させたのである。
　カリフォルニア州の場合は，完全に新設大学ともいえないが，Oakland
にあった私立学校Contra　Costa　Academyを州が売収して成長させ母体
を作りながら，州議会はモリル法の適用を決めたことから大きく発展した例
で，公有地の供与をうけてから2年後に，バークレイに移転し農学を中心に
鉱業，機械工業などにも貢献できる新しい大学を開校させた州である。
　すぺてが，このように順調にいったのではない。たとえぽ，イソディアナ
は，その設立地をめぐって，州議会が紛糾して遅延し，州議会で設立を議決
してから9年の歳月を空費してしまった州である。これを解決したのはJ．パ
ーデ＝（John　Purdue）の力である。かれは，100エーカーの土地と15万ドル
の現金を，新しい高等教育のために寄付しようと，州議会に申し出た。しか
も，これが引き金になって，Tippeeanoe郡の人びともたちあがり，総額5
万ドルの資金を集め，州議会に速やかなる解決を要請したのである。Purdue
Universityといえぽ，今日では，アメリカ合衆国のなかでも最も優れた技
術系大学の一つと評されているが，この大学の歴史には以上のような長い生
みの苦しみがあったわけである。
　マサチューセッツ州にも，有名は工科系の大学があるが，これも，モリル
法と深く結びついている。農科工業系の大学が必要であるとの要望は古くか
らあり，1884年の議会で，このような大学を新設するとの方針が決定されて
いたのである。この構想が実施を見たのは，1863年に公有地36万工一カーが
証書で供与されてからのことである。これを売却し，その％を工科系大学の
ために，残り％を農科系大学のために使用することとなり，実現したわけで
ある。今日，MLT．（Massachusetts　Institute　of　Technology）を知らな
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い人は一人もいないといえるほど，この大学は高い評価と大きな名声を得て
いるが，土地供与法なしには，今日の地位は築けなかったといってもよかろ
う。
　コーネル大学の歴史も，この法律を除いては考えられない。
　二＝一ヨーク州の場合，他州に比しても莫大な資産を，99万工一カーとい
う供与地から保持したが，この資産をいかなる内容をもった大学のために使
用するか，換言するならぽ，新設大学の性格づけ，内実の問題で，州議会は
大いに紛糾したのである。モリル法の主旨を純粋に解釈しようとする人びと
は，農業中心の実践教育をすべぎだとして，当時，すでに廃校となっていた
Ovidにあった州立農科大学をこの際再興し充実すべきだと主張し，他の人
びとは，この際，モリル法の意図するところを幅広く解釈し，住民すべての
生活要求に応えるような高等教育機関を新設すべきだとして「民衆大学」
People’s　College構想を主張してゆずらなかった。州議会としては，「民衆
大学」新設派が多数を占め結論を出したものの，実現までにはいたらなかっ
たのである。
　かくするうちに，E．コーネル（Ezra　Cornel1）が，供与された土地証書
を一括して購入する旨の申し入れを議会に対して行なった。しかも，この証
書を転売して獲得する資金で農業および工業教育を中心とする新しい構想に
よる大学を新設するといいだしたのである。目的とするところがモリル法に
定められた大学の設立であったため，ニューヨーク州議会は，コ　一一ネル氏が
支払った68万8，576．12ドルを基金として，Ithacaに開設したコーネル氏の
大学に与えることをきめたのである。かくして認可以来5年数ケ月の歳月の
未やっと開校した大学が，土地供与大学になったわけである。
　オハイオ州立大学も第一次モリル法の結果新設された大学である。
　1864年にモリル法の適用を州議会で決定し，63万工一カーの土地を証書で
供与され，大学を新設することを議決したが，その後6年間，その基本資産
の運用等について決論を出しかねていた。現在の地Columbusに用地を選
定するまでに6年かかり，9年後になってやっとOhio　Agricultural　and
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Mechanical　Collegeを開校しているのである。
　アリゾナ州の場合も，認可から開設まで時間のかかった例で，州として連
邦に加盟する77年も前に，議会（Territorial　legislature）で公立の大学を設
置する旨の議決をしているのである。しかも同じ時に，用地も現在の地であ
るTucsonにすることが決定されていたのである。この構想が実現される
のは，それから6年後，連邦政府より第二次モリル法の適用をうけてからの
ことである。ここなどは，明らかに資金的な問題が開設を遅らせていた例と
いえよう。
　大学の新設を決定しながら開校までに多くの時間を要した例のなかには，
政治的な統一を欠いたためという州もある。たとえば，テキサス州の場合な
どは，メキシコ領であったところ，1821年からアメリカ人が移住しはじめ，
これを抑えようとしたメキシコ政府との間に35年から戦いがおこり，アラモ
の虐殺など数々の戦いを，連邦政府とは関係なしにやってきたのである。サ
ム・ヒューストンの率いるテキサス軍がサソタアナのメキシコ軍をサンハシ
トで破って1836年9月テキサス共和国を誕生させたという歴史をもってい
る。1845年12月29日，州として連邦に加盟したものの，その時までは完全に
独立した共和国であったという，他にまったく例のない姿をとっていたので
ある。こういった歴史を持っていたテキサス領内に，連邦政府の公有地があ
るはずもなく，また，連邦政府の指示に従う気風もなかなか育たなかったわ
けである。1866年に，モリル法の適用を決め，18万工一カーの土地を証書で
受領したものの，同法がうたうような大学を新設するまでには長い時間が必
要であった。10年後の1876年10月4日になってやっと大学レベルの講義が開
始できたのである。但し，農科・工科系の大学を新設するよう議会が認可し
たのは，1871年であるから，認可後費した年月は，5年ということになろう。
第3節　既存大学の体質改善（一）既存の州立大学をめぐって
州の管理運営権のもとにある，いわゆる州立大学が，モリル法の適用をう
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けることになり，その体質を変えていった例は，全国に10校ある。これらの
教育機関は，いずれも，モリル法の主旨に合致した農業および工業系の学部
やカレッジを，土地供与基金をもとに新設して，付設するという形をとった
のである。この内，6つの大学は，いずれも古い歴史をもった大学である
が，これらが，モリル法に規定された，いわゆる実務教育を導入したという
ことは，大学全体に影響するものであり，結果的には，真の意味で良い刺戟
になったといってよかろう。残る4校は，法の適用を決定した当時は，州と
してまだ連邦に加盟していない時のもので，準州ともいえる地域の大学に付
属させたのである。
　州立の総合大学，あるいは準州の総合大学に付属させたのとは違い，州立
の農科大学がモリル法に基づく資産の受益者となり充実発展したという例が
別にある。1855年創設のミシガソ農科大学が，後に公有地の供与をうけて発
展し，今日のMichigan　State　Universityになった例や，すでに多くの変
遷をたどりながらも，1856年にメリーラソド農科大学となっていたものが，
21万工一カーの公有地を供与されてからさらに発展し，今日のUniversity
of　Marylandになった例，1858年創立の州立農…科大学が，やはり発展して
Iowa　State　Universityを形成するようになったものなど多数ある。なか
には，Farmer’s　High　Schoolとして州議会で認可し運営していた学校を
母体として発展したThe　Pennsylvania　State　Universityの例もあるの
である。これらの大学は，第一次モリル法によって創設されたすべての農工
大の先例をなすものであり，アメリカにおける農工大の最初のものといえよ
う。これ以外の州で，同じようなケースを拾うと，ニューメキシコとサウス
ダコタが類似の歴史をもっている。
　連邦に加盟する8年前に，サウスダコタでは，住民の意思を尊重して，農
科系の州立大学を設置するとの決議を，その準州議会（Territorial　legisla－
ture）でなしている。3年の準備期間の後，すなわち1884年9月24日に講義
を開始しているのである。これが連邦加盟の年，厳密には9ケ月前，モリル
法の適用を申請し12万工一カーの公有地を供与されているのである。
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　ニューメキシコの場合も，1912年に連邦に加盟したが，これに先立つこと
24年の1888年に，Las　Cruces　CollegeをMesilla　Valleyの住民が費用等
を出しあって設立しているのである。そして翌年2月28日には，準州議会
（Territorial　legislature）において，これを農科大学として認定し，準州が
全面的に運営管理する，いわゆる州立大学と同様にしているのである。すな
わち，先進諸州がすでになしていたように，実験農場を与えるとともに，補
助金をも与えていたのである。
　このように，この州では連邦加盟前に，モリル法に合致するさまざまな政
策をとっていたため，州になる前，1910年，15万工一カーの公有地の供与を
うけているのである。
第4節既存大学の体質改善（二）既存の私立大学をめぐって
　土地供与基金を私立大学に供与したのは，コネティカット，ニューハソプ
シャー，ニュージャージー，オレゴソ，ロードアイラソドそしてサウスカロ
ライナなどに見られる。
　コネティカットの場合は，第一次モリル法成立後，3番目に適用を申請した
州であるが，翌1863年，18万工一カー分の土地証書を全部売却し，13万5，000
ドルを得，基金を作っている。そして，これを，私立大学の名門，イエール
大学のシェフイールド科学学校（Shefield　Science　School）に与えたのであ
る。しかし，州会議では，その後，州立の農科大学を是非新設すべきだとの
意見が大勢をしめ，ついに，1881年4月6日，ストアース農業学校（Storrs
Agricultural　School）を新設することにきめたのである。イエール大学から
土地供与基金を引きあげる決定に対して，最も強く抵抗したのは，当のシェ
フィールド科学学校であった。州政府が解決にのりだし，15万4，000ドルを
損害賠償金として支払うとの案を提示して，この件を解決した。かくして，
この農…業学校は，州立として充実を見，1893年には単科大学に成長し，1899
年にはコネティカット農科大学（Connecticut　Agricultural　College）とな
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った。
　ニューハソプシャー州の場合は，かつての「ダートマス・カレッジ判決」
（Decision　for　Dartmouth）の教訓から，既存の私立大学を州立に変えると
いう方針はとらなかったが，行政基盤の未だ整わない州が，住民の強い要望
に応えて，農科系の州立大学を設置する力なぞまだなかったので，ダートV
ス大学に，新しく，農科工科系の学部を，公費補助による組織体として，依
存させながら新設するという策をとらざるをえなかったのである。
　州政府は，かかる決定した後，この私立のダートマス大学に，1866年土地
供与基金による恩恵を受ける等，さまざまな利便を与えてきたのである。
1892年まで，このような変則的な形態を維持してきたが，同年，現在の地
Durhamに，農工大を分離して設立することとなり，一応，この関係は終了
した。完全に組織が別れ，基金収益等も引上げを完了させえたのは1903年で
あって，その間多くの問題があった。この点も，後の個別研究において詳述
するつもりである。
　ニュージャージー州も，私立大学に依存した例である。すなわち，1776年
創設という由緒ある私立大学クィーソズ大学Queen’s　Collegeが発展した
ラトガース大学Rutgers　College，これに土地供与基金を与えて，新しい
住民の要望に応えうる，高等教育をほどこそうとしたのである。
　この州の場合は，前2州のように分離し独立させる方向をとらず，逆に，
これを機会に私立大学を，州立大学に改組させる道をたどったのである。
　すなわち，1864年に，私立大学であったラトガース大学の内に，土地供与
基金等によって運営される専門学校Scientific　School　of　Rutgers　College
を付属設立したのである。その後，幾多の変遷をたどって，結局，今日の
Rutgers，　The　State　Universityをまとめあげていったわけである。こう
いったケースも興味深いので後に検討することにする。
　オレゴソ州にも，私立大学を母体に，新しい大学を発足させ，最終的に
は，その私立大学を改組して州立大学にした例がある。
　すなわち，この州には，1858年創立の私立大学コーヴァリス大学Corvallis
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Collegeがあったが，1868年，第一次モリル法の適用を決定した際，州議会
は，この私立大学を土地供与基金の受益老に決めたのである。当初は，これ
に依存させ併設する形で農科系学部をおいていたが，1870年の州議会の席
上，オレゴソ州立の農科大学に改組してはどうかとの審議がなされ，その方
向に進むことが議決されたのである。その後，幾多の折衝が重ねられ，つい
に1885年になって，このコーヴァリス大学を廃して，オレゴン農科大学
Oregon　Agricultural　Collegeとして，再出発させたのである。いうなれ
ば，モリル法によって，私立大学を州が吸収し，改組させた例と見ることが
できよう。
　ロードアイランド州の場合は，1863年，第一次モリル法の適用をうけるこ
とにして，12万工一カーの公有地を供与されたが，この基金による収益を，
自然科学部門の学部を新設するという条件で，私立のブラウソ大学Brown
Universityに与えた。
　ところが，1888年になって，州議会はKingstonに，新しく州立の農科大
学を設立するとの決定を下したのである。これは当然，土地供与基金をブラ
ウン大学からひきあげることを意味したが，ブラウソ大学がこれを承知する
はずはなかった。強引な州政府の方針に対して，契約の一方的廃棄は不当で
あるとの理由をかかげて，ついに法廷闘争にもちこんだのである。州議会は
直ちに対策をねって結局，4万ドルを示談金としてブラウン大学側に支払
い，告訴の取り下げを要請したのである。この問題が完全に解決したのは，
1892年のことであり，この年から，Rohde　Island　College　of　Agriculture
and　Mechanic　Artsが発足を見たわけである。この事例などは，さきのコ
ネティカットのそれに似ているといえよう。
　サウスカロライナの場合は，特筆に価する事件であるが，土地供与基金
が，まったく不法に流用され，消滅してしまった州である。
　この州の場合，1868年に，連邦政府より，18万工一カーの公有地が土地証
書で供与され，13万500ドルに売却して基金を作った。当時，この州は，黒
人の発言権が強く，州議会も黒人によって実権が握られていたこともあっ
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て，全国に先がけて，この土地供与基金を黒人のための高等教育を充実する
ため，私立のクラフリソ大学Claflin　Universityを受益者にして供与した
のである。1879年に，州議会の様子が一変し，白人が実権をとって見ると，
この間に，土地供与基金が完全に他に流用されていて事実上消滅しているこ
とが判明したのである。
　直ちに州議会が召集され検討が重ねられた結果，とりあえず州債を臨時に
発行することによって土地供与基金を復活させようということになった。利
子等を含めて，19万1，800ドルにのぼる債券が，このため売られることにな
った。基金をこのように復活すると同時に，クラフリソ大学を基金の受益者
からはずす手引きをし，新たに，州立の農科大学を設立する準備にとりかか
った。1880年に開校をみたサウスカロライナ農科工業大学Agricultural
and　Mechanical　College　of　South　Carolinaは，土地供与基金の新しい
受益母体となったのである。その後，　トーマス・クレムソソ（Thomas　G．
Clemson）の信託資産などの全額寄付があったことを記念して，この州立大
学は，クレムソソ農科大学に改められるのである。
　以上のように，既存の私立大学を母体として，土地供与大学を成立させる
道は，他に比して複雑でもあり，問題も多くあった例といえよう。
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